
（参考様式１）

賃借権の設定等又は所有権の移転（以下「権利設定」という。）を受ける者の農業経営の状況等
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(記載注意) (１)　権利設定等を受ける者の農業経営の状況等(以下「本書類」という。)は、同一公告に係る農用地利用集積等促進計画書(以下「促進計画書」
　　という。)中、いずれかにその添付があれば、他はその添付を要しない。
(２) (Ａ)欄は、同一公告に係る促進計画書中に複数の権利設定等がある場合には、それぞれ合算して面積を記載する。なお、「その他」には、混
　　牧林地、農業用施設の用に供される土地、開発して農用地又は農業用施設の用に供される土地とすることが適当な土地の別にその面積を記載す
　　る。
(３) (Ｃ)欄は、主たる経営作目を「水稲」、「果樹」、「野菜」、「養豚」、「養鶏」、「酪農」、「肉用牛」、「施設園芸」等と記載する。
(４) (Ｄ)欄の「主たる従事者」とは、自家農業労働日数が年間おおむね150日以上の者(自家農業労働日数が年間おおむね150日に達する者がい
　　ない場合は、その行う耕作又は養畜の事業に必要な行うべき農作業がある限りこれに従事する者)を、「その他の従事者」とは、主たる従事者以
　　外でその農作業に従事する者をいう。
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